
平成２７年度塩竈市水道事業会計予算　

（総    則）
第１条  平成２７年度塩竈市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 26,128 戸
（２）年間総給水量 7,219,068 ㎥
（３）一日平均給水量 19,724 ㎥
（４）主要な建設改良事業

第６次配水管整備事業 52,720 千円
老朽管更新事業 171,416 千円
災害復旧事業 918,764 千円
排水処理施設改良事業 35,144 千円

（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 水道事業収益 1,770,330 千円
第１項 営業収益 1,592,181 千円
第２項 営業外収益 178,138 千円
第３項 特別利益 11 千円

第１款 水道事業費用 1,613,686 千円
第１項 営業費用 1,263,654 千円
第２項 営業外費用 290,031 千円
第３項 特別損失 50,001 千円
第４項 予備費 10,000 千円

（資本的収入及び支出）

第４条

第１款 資本的収入 1,101,756 千円
第１項 企業債 215,100 千円
第２項 負担金 36,780 千円
第３項 出資金 13,184 千円
第４項 補助金 804,708 千円
第５項 開発負担金 1,983 千円
第６項 固定資産売却代金 1 千円
第７項 長期貸付金回収金 30,000 千円

第１款 資本的支出 1,673,427 千円
第１項 水道改良費 75,883 千円
第２項 第６次配水管整備事業費 52,720 千円
第３項 老朽管更新事業費 171,416 千円
第４項 災害復旧事業費 918,764 千円
第５項 排水処理施設改良事業 35,144 千円
第６項 企業債償還金 409,500 千円
第７項 予備費 10,000 千円

減債積立金143,352千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

収                             入

支                              出

90,707千円で補てんするものとする）。

収                             入

支                              出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額571,671千円は、当年度分損益勘定留保資金337,612千円、



(債務負担行為）
第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　　　　　項 期　　　　　間

千円

千円

（企業債）
第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

千円 ％
第６次配水管整備 40,000
事業費

老朽管更新事業費 75,000

災害復旧事業費 100,100

（一時借入金）
第７条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）収益的支出第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第３

     項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用

（2）資本的支出第１款資本的支出のうち、第１項水道改良費、第２項第6次配水管整備

     事業費、第3項老朽管更新事業費、第4項災害復旧事業費、第5項排水処理施設

     改良事業費、第6項企業債償還金に係る予算額に過不足を生じた場合における

　　 項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。

（１）職員給与費 268,559 千円

（２）交際費 10 千円

(他会計からの補助金）

第１０条　　　東日本大震災に伴う災害復旧事業のための塩竈市一般会計からこの会計へ補助を

　　　　　　　　受ける金額は、122,544千円である。

（たな卸資産購入限度額）
第１１条 たな卸資産の購入限度額は、3,413千円と定める。

                平成 ２７ 年 ２ 月 ２０ 日提出

塩竈市長   佐　藤　　　昭

公用車両賃借（平成２７年度分）

平成27年度から平成32年度 400,000水道事業料金徴収等関連業務委託

2,880平成27年度から平成32年度

証書借入 4.0%以内

借入先の融資条件による。た
だし企業財政その他の都合に
より繰上償還又は低利に借り
換えることができる。

限　　度　　額


